
令和７年４月
総務省北海道総合通信局

地域脱炭素に関する令和７年度予算・制度説明会 資料

○  地域社会DX推進パッケージ事業

○  高度無線環境整備推進事業

○ データセンター等の地方分散によるデジタルインフラ強靱化事業



地域社会ＤＸ推進パッケージ事業

（事業主体） 地方公共団体、民間企業等
（事業スキーム） 補助事業、実証事業（請負）、調査研究（請負）
（補助対象） 基地局施設、送受信設備、機器購入費等

（補助率）  1/2
（計画年度）        令和６年度～令和９年度

● ICT技術を活用した地方創生2.0の実現に向け、デジタル技術の実装（地域社会ＤＸ）による地域社会課題の
解決を図るべく、デジタル人材/体制の確保支援、AI・自動運転等の先進的ソリューションや先進無線システム
の実証、地域の通信インフラ整備の補助等の総合的な施策を通じて、デジタル実装の好事例を創出するととも
に、必要な効果的・効率的な情報発信等を実施することで、全国における早期実用化を促進。

①デジタル人材／体制の確保支援
a )推進体制構築支援     
b )計画策定支援          
c )地域情報化ア ド バ イ ザ ー
d )人材ハブ機能

ロ ー カ ル ５ G を は じ め と す る 新 し い 通 信 技 術 な ど を 活
用 し た 先進的 な ソ リ ュ ー シ ョ ン の 実 用化 に 向 け た 実証

先進無線シス テ ム活用タイプ

②先進的ソリューションの実用化支援（実証）

社 会 課 題 解 決 に 資 す る 通 信 シ ス テ ム を 用 い た
A I ・ 自 動 運転等 の 先進的な ソ リ ュ ー シ ョ ン の 実 証

A I ・ 自動運転等の検証タイプ

デ ジ タ ル 技術 を活用 し て 地域課題 の解決 を図 る た め に必要 な通信
イ ン フ ラ な ど の 整備 を支援

③地域のデジタル基盤の整備支援（補助）  

都道府県 を中心 と し た 持続可能な地域 の D X推進体制の構築 を支援
デ ジ タ ル 実装 に必要 と な る地域課題 の整理 、導入 ・ 運用計画 の策定 に対す る専門家に よ る 助言
地域情報化 ア ド バ イ ザ ー に よ る 人材の育成 ・ 供給 を支援
デ ジ タ ル 人材 を地域外 か ら確保 す る場合 の人材 の マ ッ チ ン グ を 支援

好事例の創出・横展開

令和６年度補正予算額： 約7４億円 令和７年度予算額： 5千万円
本件お問い合わせ先 情報通信部 情報通信振興課 電話：011-709-2311（内線4714）  メール：chiiki-s@soumu.go.jp
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● データセンターをはじめとするデジタルインフラは、「社会インフラのインフラ」として、我が国における安心・安
全や社会経済の持続的な発展を確保するために必要不可欠な礎。

● 他方、デジタルインフラは東京圏等に集中して立地されており、耐災害性強化や地域におけるDXの推進等の
 国家的な課題解決を図るうえでの課題となっている。

● このため、地方分散による強靱な通信ネットワーク拠点を形成し、我が国の国土の強靭化や地方でのデジタ
ル実装を通じた地方創生を図るとともに、我が国の国際的なデータ流通のハブとしての優位性を高めるため、
「①東京圏等に集中するデータセンターの分散立地」や、「②日本を周回する海底ケーブルの構築」及び「③国
際海底ケーブルの多ルート化」を推進するべく、データセンターや海底ケーブル等の整備に対する支援を行う。

＜施策の効果＞
 情報通信ネットワークの冗長性・信頼性の

向上
 諸外国に対する依存回避、優位性の確保

等

＜補助対象＞
データセンター、海底ケーブル陸揚局舎、IX
（東京圏、大阪圏以外のものに限る）

＜問い合わせ先＞
北海道総合通信局 電気通信事業課 011-709-2311(内4703)  jgo-hokkaido@soumu.go.jp

＜令和６年度補正予算額＞
 １２０億円

データセンター等の地方分散によるデジタルインフラ強靱化事業

脱炭素電源比率の

高い地域

DC中核拠点

DC拠
点

光ファイバ、
国内海底ケーブル

国際海底ケーブル

日本海ケーブル

ハブ機能の強化に
資する海底ケーブル
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